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内容梗概

本論文は，筆者が大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻在学中に行っ

た漏えい同軸の無線位置検出応用に関する研究の成果をまとめたものであり，以下

の 5章により構成する．

第 1章は序論であり，本論文における研究背景として関連分野の研究動向につい

て概説すると共に，本研究の占める位置と研究目的を明らかにする．

第 2章では，最初に漏えい同軸ケーブルの構造と指向特性について述べ，二次

元位置検出方式として，電波の到着時刻 (TOA:Time of Arrival)と受信信号の強度

(RSSI:Received Signal Strength Indicator)を用いる方式を提案する．提案方式に

おける電波の到着時刻と信号強度を実験により測定し，位置検出原理を実証すると

共に，提案する位置検出方式の誤差を求め評価する．

更に，漏えい同軸ケーブルの終端で信号を反射させることで，第一波と第二波の

2波を漏えい同軸ケーブルから放射させ，生じた 2つの伝搬経路のそれぞれの到着

時刻を用いて二次元位置検出を行う方式を提案し，実験によって位置検出原理を実

証すると共に，位置検出誤差を求め評価する．

第 3章は，送信機と受信機間の時間同期を不要とする，複数の電波の到着時刻

差 (TDOA:Time Difference Of Arrival) を用いる方式を提案する．漏えい同軸ケー

ブルを屈曲配置することによって，電波の伝搬経路の数を 4つに増加させ，4つの

TOAから選択した 3つのTDOAを用いて，位置検出を可能としている．本方式の

位置検出可能領域を導出すると共に，実験により位置検出原理を実証し，位置検出

誤差を求め評価する．

第 4章は，二方向に指向性を持つ漏えい同軸ケーブルを用いて，漏えい同軸ケー

ブルを進行して行く 2波と終端で反射してくる 2波を空間に放射させ，これら 4波

のTDOAを用いて二次元位置検出を行う方式を提案する．まず，漏えい同軸ケー

ブルが二方向に指向性を持つための条件を示した後，FDTD法 (Finite-Difference

Time-Domain method) を用いたシミュレーションにより給電点と受信アンテナ間

の 4波の伝搬路応答を導出する．次に 4波の到着時刻差から端末の二次元位置検出

を行う位置検出原理について説明する．最後にシミュレーションによって位置検出

誤差を求めると共に，位置検出可能領域の面積を評価する．
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第 5章は結論であり，本研究で得られた成果について総括を行う．
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1

第1章 序論

1.1 研究背景

今日，無線通信端末が急速に普及している．国内の携帯電話加入者数が 2009年

6月末時点において 1億 1300万件を超え [1]，人口普及率では 88.5%に到達した第

三世代携帯電話 [2][3]ならびにPHS (Personal Handyphone System) 等のセルラー

ネットワークに加えて，BluetoothやZigBee等の近距離無線によってネットワーク

を形成するWPAN (Wireless Personal Area Network) [4]-[13]が普及し，人や物を

取り巻く無線通信環境が急速に変化している．携帯電話端末向けのWebブラウジ

ングだけでなく，インターネットへの接続が可能となる端末として，2009年第 2四

半期中に世界の販売台数が前年同期比で 27％増加した [14]iPhone，BlackBerryに

代表されるスマートフォンが流行している．また，ネットブックやUMPC (Ultra

Mobile Personal Computer)，MID (Mobile Internet Device) と呼ばれる小型ノー

トパソコンの販売台数がノートパソコン全体の販売台数の 33％を占めている [15]．

持ち運び可能な小型ノートパソコンの流行により，街中で接続可能なアクセスポイ

ント (AP:Access Point)が一万五千カ所 [16]を超えるなどAPの整備が進み，ノー

トパソコンからのインターネットへのアクセスが容易になっている．

携帯電話の高機能化とノートパソコンのモバイル化によってその境目が曖昧にな

り，インターネットへアクセスが可能な小型携帯端末を所持する人が急増している．

また，今まで地上の基地局からの電波が届かず，通信が不可能であった地下街や地

下鉄構内においては，新たに携帯電話用の基地局やノートパソコンからデータ通信

を介してインターネット接続可能な基地局が設置されつつあり，さらに新幹線中で

無線 LANによるインターネット接続サービスが提供される [17]-[20]など，ユーザ

の生活空間のほとんどの場所において，高速無線通信が可能になっている．携帯電

話やスマートフォン，ネットブック等の携帯端末は，外出先でも携帯しやすいため

「いつでも」通信しやすい環境が整いつつあり，また都市で生活する人々の生活圏

内では，基地局の増加により「どこでも」通信が可能となりつつある．

人が街の中で携帯電話やスマートフォン，ネットブック等の携帯端末を使うとき，

これらは以下の役割を持つ．
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• 他人と電話やメール，掲示板等を介して連絡を取るためのコミュニケーショ

ンツール

• インターネットを用いて情報を得るツール

• ワンセグテレビや音楽を楽しむツール

• ゲームソフトやオフィスで用いるソフト等のアプリケーションを実行する

ツール

• 手帳やメモ帳の代用となる筆記用具

街の中で携帯電話やスマートフォン，ネットブック等の携帯端末を「インター

ネットに接続することで情報を引き出すツールとしての役割」として使う場合に位

置情報は重要である．携帯端末の位置情報を利用したナビゲーションはもちろんの

こと，ほかにも位置情報を必要とするサービスは多く，例えば，子どもの通学にお

ける登下校時の防犯や高齢者の徘徊時の早期発見のための位置情報・現場急行サー

ビス [21][22]のような位置探索サービスが提供されている．これらのシステムでは，

人の位置情報を基地局に接続されたシステムが入手し，他の人に伝えるという機能

を持つ．

もちろん，位置検出の対象となるのは人だけではない．倉庫に収納・保存されて

いる物に RFID (Radio Frequency IDentification) や ZigBee等のタグを取り付け，

タグが通信可能範囲の狭いリーダ (基地局)と通信した場合にタグ及びタグが取り

付けられた物がリーダの狭い通信範囲内に存在することを検出することで，タグが

取り付けられた荷物の管理を容易にし在庫管理するシステムが作られ，流通シス

テムの一部に導入されることで効率的な流通が行われる [23]．これらのシステムで

は，物品の位置情報を基地局に接続されたシステムが入手し，その情報を他者に伝

えることで物品を扱うサービスが効率的に運用可能となる．このように，端末が自

己の位置を知るだけでなく，インフラ側が人や物の位置を特定することで位置情報

を用いたサービスを提供するなど，位置情報の価値が上がり，位置情報を扱う端末

の重要性が高まっている．

このように携帯端末やRFIDや ZigBee等の端末にとって，位置情報は重要な情

報であるが，その位置情報をどのように手に入れるのか，すなわち携帯端末自身が

自己の位置を特定するための手段，あるいは，インフラ側が端末の位置を特定する

手段が必要となる．
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1.2 位置検出方式

携帯電話やスマートフォン，ネットブック等の携帯端末やRFID (Radio Frequency

IDentification) や ZigBee等の位置情報の取得が可能な端末の位置を特定するため

に，様々な研究が行われている．従来の位置検出方式は表 1.1に示すように大きく

3つに分類することが出来る．1つ目は，電波の “到着時刻”を用いる方式，2つ目

は，アンテナから放射された電波の “アンテナからの距離と減衰特性”と “受信信

号強度”を用いる方式，3つ目は，電波の “到来方向”を用いる方式の 3つである．

表 1.1: 電波を用いる従来の位置検出方法の特徴

推定手段 長所 短所

到着時刻

TOA 正確度が良い
基地局・端末間に

時間同期が必須

TDOA
基地局・端末間に 基地局間に時間

時間同期が不要 同期が必須

受信信号
RSSI 受信機が簡単

マルチパスフェージング

強度 の影響を受けやすい

到来方向 DOA -
複数の指向性

アンテナが必須

• 到着時刻を用いる方式

　到着時刻を用いる方式は，さらに2つに分けられる．電波の到着時刻 (TOA

:Time Of Arrival)または到着時刻差 (TDOA:Time Difference Of Arrival)を

用いる方式である．

　TOA方式は，電波の伝搬に要する時間を用いて基地局からの距離を推定

する．1つの基地局から放射された電波の到着時刻から，基地局と端末間の

距離という一次元的な情報のみが分かる．2つの基地局から到来する電波の

到着時刻を用いた場合，推定される端末の位置は二次元座標上の 2カ所に絞

られるが不確定性が残るため，不確定性を取り除くには 3つの基地局を必要
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とする．つまりTOA方式で位置検出を行うためには分散配置された 3つ以

上の基地局が必要である．さらにTOA方式では，電波が放射される送信時

刻から端末に受信される到着時刻までの時間を正確に把握しなければならな

いため，基地局と端末は時間同期が取れている必要がある．つまり二次元で

の位置検出を行う場合は，三つ以上の基地局と端末の時間が正確に同期され

ている必要ある．

　一方，TDOA方式は，電波が到達する時間は基地局からの距離に比例し

て長くなる原理を利用している点では同じであるが，複数の基地局から来る

電波の到着時刻差を用いる．2つの基地局から到達した電波の伝搬時間差か

ら，基地局間に描かれる双曲線上に端末が存在することが分かる．3つの基

地局から到達した電波のそれぞれの時間差を用いることで 3本の双曲線が描

かれ，交わる位置が端末の位置となる．TDOA方式では，時間差の測定の

ために基地局間での精密な時間同期が必要となるが，基地局から同時に電波

を放射することで，端末では到着時刻差と伝搬時間差が等しくなるため，基

地局と端末間の時間同期は不要となり，端末が時計を持たずとも位置検出が

可能である．

　実際にTOA方式はGPS (Global Positioning System) [24]-[27]に使われて

いる．また，TDOA方式は，無線LAN (Local Area Network)のAP (Access

Point)を用いたポジショニングシステム [28][29]などに使われている．

• RSSIを用いる方式

　受信電界強度指標 (RSSI:Received Signal Strength Indicator) 方式は，電

波の減衰量を用いて TOA方式と同様に基地局と端末間の距離を推定する．

基地局から放射された電波は伝搬するにしたがって減衰するが，周辺の環境

に応じていくつかの減衰する度合いを示す式が存在する [30]-[36]．減衰する

度合いを示す式の一例として，奥村・秦式 [30][31]が知られている．奥村・

秦式は，開放地，郊外，中小都市，大都市で実際に試験を行い，そのデータ

を元に伝搬特性近似式を得たものである．基地局における送信電力と端末に

おける受信電力を元に，奥村・秦式等の電力の減衰量と距離の関係式を用い

て基地局と端末間の距離を推定する．TOA方式と同じように，2つ以下の

基地局からの電波では位置検出ができず，3つの基地局から電波を受けるこ
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とで位置検出が可能となる．RSSI方式を屋内に適用する場合，反射波等の

マルチパスフェージングの影響により受信電力に変動が生じやすいため，あ

らかじめ位置検出を行う領域の電界強度をマッピングすることで，位置検出

精度を高めることがある．

• 到来方向を用いる方式

　到来方向 (DOA:Direction Of Arrival)方式は，複数の基地局から到達する

電波の到来方向を検知することで端末の位置を推定する．固定基地局の位置

座標とその基地局からの発射された電波を端末が受信した角度を用いて三角

測量により二次元の位置検出を行う．端末の位置を決定するための条件は 2

つある．1つ目は，3つの基地局の位置とその基地局から放射された電波の

受信到来角度が分かるときであり，2つ目は，2つの基地局の位置とその基

地局から放射された電波の受信到来角度と端末が向いている方向が分かると

きである．いずれかの条件を満たすとき位置検出が可能となる．

1.3 先行研究とシステム

1.2節で述べた位置検出方式を用いて，携帯電話やスマートフォン，ネットブッ

ク等の携帯端末やRFID (Radio Frequency IDentification) や ZigBee等の位置情報

の取得が可能な端末の位置を特定するためのサービスがベンチャーを含めた様々な

企業から提供されており [21]-[29][37]，大学や研究所等でも位置検出精度の向上の

ために，様々な研究がなされている [38]-[60]．

1.3.1 従来の位置検出システム

• Global Positioning System

屋外での位置検出システムでは，GPSが最もよく知られている．GPSで用いら

れる衛星は 6つの軌道にそれぞれ 4機配置され，24機で地球全体をカバーしてい

る．それぞれの衛星から送信される電波に載せられているデータは，衛星の軌道

情報や衛星の時計の補正係数等である．地上にあるGPS衛星からの電波受信機は，

4つ以上の衛星から電波を受けた時に位置検出が可能となる．3つではなく，4つ

以上の衛星を必要とする理由は，電波受信機が正確な時計を持たずとも位置検出
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を可能とするためである．電波受信機が正確な時計を持たないため，3つの衛星か

らの電波を受信しても受信時刻を判定できない．そこで 4つめの衛星から時間情

報を受け取り他の衛星との時間を同期させることで，正確な時間情報を得て受信

時刻を確定する．そのため 4つの衛星が必要である．位置検出誤差は約 10m程度

である．GPSを用いた方式は，他にDGPS (Differential GPS) やRTK-GPS (Real

Time Kinematic GPS) がある．DGPSでは位置が正確に分かっている定点に基準

局を設置する．基準局から各衛星までの距離は正確に求められており，基準局にて

GPSで求めた距離と基準局ごとに決められた距離に差が生じるのでこの差分 (距離

補正値)を通信回線を通じて電波受信機に知らせる事で，電波受信機は測定した擬

似距離に補正値を適用して，より正確な位置を求める事ができる．位置検出誤差は

数m程度である．GPSやDGPSは，搬送波に載せられたコードの到着時刻の測定

によって位置検出を行っていたが，RTK-GPSは搬送波の位相を測定する事で cm

レベルの高精度検出が可能となる．RTK-GPSはDGPSと同様に基準局を設け，電

波受信機で同時に各衛星からの搬送波を連続的に観測し，搬送波の位相積算値を測

定する．基準局から送られる値から位相差を求める事で位置を検出する．位相積算

値が連続的に観測されている間は，位置検出が可能である．位置検出誤差は数 cm

程度である．

• GPS以外の位置検出システム

GPS以外の位置検出システムでは，文献 [28][29][37][61]-[63]等が知られている．

文献 [28][29]は 5台のアクセスポイントで構成され，受信端末から放射された電波

を各アクセスポイントで受信したときの，電波の到着時刻の差分を用いて位置検

出を行う．基地局は 1台のMasterアクセスポイントと 4台の Slaveアクセスポイ

ントに分けられ，Masterアクセスポイントはアクセスポイント間の時計誤差を測

定・補正する．位置検出誤差は 1～3mである．文献 [37]は，あらかじめ位置検出

領域内でのRSSIを測定しキャリブレーションを行う．受信機で得られたRSSIを，

キャリブレーションによって作られたPositioning Modelと照らし合わせることで

位置検出を行う．位置検出誤差は 1～5mである．文献 [61]-[63]は，赤外線を用い

て屋内における人や物の位置を高精度に特定・管理する．天井に設置した ID発信

機が位置 IDを赤外線信号で発信し，ID発信機の下に来た ID受信機付きモバイル
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端末がその信号を受信することで位置を特定，モバイル端末が位置 IDを無線LAN

経由で位置管理サーバに送信することでモバイル端末の位置を高精度に特定・管理

する．赤外線信号を受信できる領域を半径 0.7m～2.5mの円状にすることで，高精

度な位置検出を実現している．

1.3.2 従来の位置検出に関する研究

• 屋外での位置検出に関する研究

GPS機能を搭載することによる端末コストや消費電力の増加を回避するためで

あったり，ビルの谷間や高架下など見通し可能なGPS衛星の数の確保が困難な場

所でも位置検出を可能とするために，GPSを用いない位置検出方式に関する研究

が行われている．文献 [38]では，携帯電話等のセルラーシステムを想定した基地

局と受信端末間における通信の遅延プロファイルを指数分布と仮定し，TDOAに

よる最ゆう推定の位置検出アルゴリズムの定式化を行っている．シミュレーション

により，移動端末の位置を 67%以上の確率で半径 100m以内に存在することを報告

するという連邦通信委員会 (FCC:Federal Communications Commission) の基準を

Urban，Suburban，Rural環境下で達成している．

• 屋内での位置検出に関する研究

屋内での位置検出に限ると，文献 [40]では，IEEE802.15.4を用いたセンサーネッ

トワークにおいて，実際の環境下で無線伝搬特性の統計モデル化を行い，得られ

た確率モデルを用いて RSSIによる最ゆう推定法で受信端末の位置を推定してい

る．実験では，基地局である固定ノードを 1.8m間隔で設置したオフィス環境で人

物の位置管理に実用可能となる約 1mの推定精度を実現している．文献 [43]では，

UWB-IR (Ultra WideBand-Impulse Radio) 信号を用いた位置検出を行い，22m四

方の正方形領域の隅に基地局を設置して領域内で行った位置検出実験により検出誤

差 30cmを達成している．文献 [44]では，屋上等の屋外で受信したGPS信号を衛星

からのGPS信号が直接届かない地下街等の屋内へ再放射するシステム (Pseudolite)

を提案し，GPS信号の届かない遮蔽空間でのGPS利用を可能としている．実験で

は，飲食店街の通路に 20m以下の間隔で 25台のGPS信号の再放射アンテナを設

置し，位置検出を行っている．位置検出誤差は約 10mであった．
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1.3.3 地下街における位置検出の問題

今まで位置検出を行う様々なシステムが開発され，検出方式についても研究が今

でも行われている．屋外の従来システムはGPSが，基地局を必要とせず高精度な

位置検出であるため一般的であり，研究・開発はGPSが使えない場所・空間やGPS

を使えない端末が主な対象である．一方，屋内を対象とした位置検出システムや位

置検出方式は様々なものが研究・開発されている．しかしながら，文献 [40][43][44]

で示されたように，これらのシステムでは基地局との距離が 20m程度以内の場所

を基地局の通信可能範囲としており，また文献 [68]では，基地局との距離が約 10m

をこえると通信が不可能となるなど，通信可能範囲が狭いという問題がある．また，

屋内の位置検出では，三点測位により位置検出を行うことが多いが，三点測位の実

現のためには端末と通信可能な基地局が 3つ以上必要であり，基地局からの通信可

能範囲の狭さと合わせると，地下街通路等の広い場所で位置検出を行う場合は，密

に基地局を配置する必要がある．文献 [62]ではWLANを用いて位置検出を行って

おり，複数の基地局を配置する事によってフロア全体の約 95％のエリアで通信可

能であるが，位置検出精度が 5m以下となるエリアはフロア全体の約 16％である．

近年，建物内や地下街の複雑化により，消防活動時の消防隊員の位置把握が重要

である．消防活動時は，隊員の誘導や安全確保のために，階段やドア，消火栓等の

位置特定に対応した検出精度が必要であり，その大きさは誤差 1m程度である．し

かしながら，地下街等での位置検出には大きなハードルがある．例えば 200mの地

下街の通路等で通路全てが位置検出範囲となるように機器を設置する場合，従来の

三点測位による位置検出では，基地局が 40個程度必要であった．さらに基地局は

一般的に電源を必要とするが，災害時はこのように多数設置された全ての基地局に

対して電源が必ず確保できるとは限らないため，基地局数の少ない位置検出方法の

開発が望まれている．

1.4 漏えい同軸ケーブル

火災の予防や鎮圧，さらに国民の生命や財産を火災から保護し，社会公共の福祉

の増進のために消防法 [64]が法律として定められている．消防法は，火災等の災害

発生時に避難活動，救援活動を円滑に行うために隊員同士が連絡できるように，延
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べ面積が 1000m2を超える建物や地下街等では，無線通信補助設備の設置が義務付

けている [65][66]．無線通信補助設備は，「消防隊相互の無線連絡が容易に行われる

ように設けるもの」と定められており，無線通信補助設備として漏えい同軸ケーブ

ルが用いられることが多い．漏えい同軸ケーブルは，「給電線」と「アンテナ」を兼

ねたアンテナであり，ケーブルに沿ってスロットと呼ばれる電波を放射する孔が設

けられており，一種のアレーアンテナともいえる．スロットがケーブルに沿ってジ

グザグ状に設けられているため，スロットからは垂直偏波と水平偏波の両方の電波

が放射されるため [67]，受信機のアンテナの特性が垂直偏波，水平偏波のどちらの

場合でも受信できる．

ケーブルに設けられたそれぞれのスロットから電波が放射されるため，ケーブル

のスロットを基地局と見立てることで，基地局がケーブルに沿って配置されたケー

ブルと見なすことができ，1つの基地局で広範囲の通信が可能となる．文献 [68]に

示されているように，洞道に等しい送信電力が入力された漏えい同軸ケーブルとオ

ムニアンテナを設置したところ，オムニアンテナを用いた場合の通信可能範囲は

10m程度であったのに対して，漏えい同軸ケーブルを用いた場合は，給電点 (基地

局の役割)から 400m離れたLCX直下においても通信が可能であった．つまり，漏

えい同軸ケーブルは給電点を 1つ設置するだけで，地下街通路，オフィヒスビルの

廊下等に沿った 400mの範囲を通信可能範囲とすることができる．漏えい同軸ケー

ブルを用いることで，通信可能範囲が広くなり，移動中の場合ハンドオーバー回数

の削減が可能となる．実際，超高速な新幹線の線路脇に設置する [69][70]ことで，

新幹線内での通信環境の整備に役立っている．また，地下街等での防災無線として

も用いられる．漏えい同軸ケーブルは，1つの基地局で広範囲に通信可能範囲を形

成しながら，電源は給電点にのみで十分である．そのため，非常時に停電が発生し

ても，給電点に非常用電源を確保するだけで広範囲の無線通信環境を確保可能で

あり，地下街等での防災無線用のインフラとして広く利用されている．通信可能周

波数帯域が 0.8GHz～2.6GHzと広帯域である漏えい同軸ケーブルが開発され [71]，

携帯電話，PHS，無線LANなど様々な通信を行うことが可能となってきて，また，

漏えい同軸ケーブルは，外皮導体上にスロットを設けるために直径が 3cmほど必

要であったが，直径が 1cmしかない超細径のケーブルが開発されており [72]，その

ケーブルを用いることで取り回しが容易になり，今後様々な場所で設置が進むと考
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えられる．

1.5 研究目的

地下街等での位置検出には，大量の基地局が必要であることと基地局ごとに電源

を必要とすることが課題であった．

そこで，本論文では，広範囲に通信可能範囲を持ち，給電点のみに電源を必要と

する，漏えい同軸ケーブルを用いた位置検出方式を提案することを目的とする．提

案方式は二次元平面内で端末の位置を推定する．詳細は 2章で述べるが，漏えい同

軸ケーブルは地下街や屋内などの同一平面内への設置が中心であり，必要な位置情

報は主として二次元位置情報であり，高さはあまり重要ではない．そのため本論文

が提案する位置検出方式は，二次元位置検出を主として検討している．ただし，検

討を加えていないが，漏えい同軸ケーブルの三次元配置により，本検討結果を適用

して三次元位置検出が可能である．本論文は，漏えい同軸ケーブルに信号を入力す

る給電点 (基地局の役割)一つのみで漏えい同軸ケーブルに沿った広範囲の位置検

出方式を提案する．

1.6 論文構成

本論文は以下の 4章で構成される．

第 2章では，最初に漏えい同軸ケーブルの構造と指向特性について述べ，二次

元位置検出方式として，電波の到着時刻 (TOA:Time of Arrival)と受信信号の強度

(RSSI:Received Signal Strength Indicator)を用いる方式を提案する．提案方式に

おける電波の到着時刻と信号強度を実験により測定し，位置検出原理を実証すると

共に，提案する位置検出方式の誤差を求め評価する．更に，漏えい同軸ケーブルの

終端で信号を反射させることで，第一波と第二波の 2波を漏えい同軸ケーブルから

放射させ，生じた 2つの伝搬経路のそれぞれの到着時刻を用いて二次元位置検出を

行う方式を提案し，実験によって位置検出原理を実証すると共に，位置検出誤差を

求め評価する．

第 3章は，送信機と受信機間の時間同期を不要とする，複数の電波の到着時刻

差 (TDOA:Time Difference Of Arrival) を用いる方式を提案する．漏えい同軸ケー



1.6. 論文構成 11

ブルを屈曲配置することによって，電波の伝搬経路の数を 4つに増加させ，4つの

TOAから選択した 3つのTDOAを用いて，位置検出を可能としている．本方式の

位置検出可能領域を導出すると共に，実験により位置検出原理を実証し，位置検出

誤差を求め評価する．

第 4章は，二方向に指向性を持つ漏えい同軸ケーブルを用いて，漏えい同軸ケー

ブルを進行して行く 2波と終端で反射してくる 2波を空間に放射させ，これら 4波

のTDOAを用いて二次元位置検出を行う方式を提案する．まず，漏えい同軸ケー

ブルが二方向に指向性を持つための条件を示した後，FDTD法 (Finite-Difference

Time-Domain method) を用いたシミュレーションにより給電点と受信アンテナ間

の 4波の伝搬路応答を導出する．次に 4波の到着時刻差から端末の二次元位置検出

を行う位置検出原理について説明する．最後にシミュレーションによって位置検出

誤差を求めると共に，位置検出可能領域の面積を評価する．

第 5章は結論であり，本研究で得られた成果の総括を行う．





13

第2章 終端反射を用いた到着時刻位置検出方式

2.1 序言

本章では，最初に漏えい同軸ケーブルの構造と指向特性について述べ，二次元

位置検出方式として，電波の到着時刻 (TOA:Time of Arrival)と受信信号の強度

(RSSI:Received Signal Strength Indicator)を用いる方式を提案する．提案方式に

おける電波の到着時刻と信号強度を実験により測定し，位置検出原理を実証すると

共に，提案する位置検出方式の誤差を求め評価する．

更に，漏えい同軸ケーブルの終端で信号を反射させることで，第一波と第二波の

2波を漏えい同軸ケーブルから放射させ，生じた 2つの伝搬経路のそれぞれの到着

時刻を用いて二次元位置検出を行う方式を提案し，実験によって位置検出原理を実

証すると共に，位置検出誤差を求め評価する．

2.2 漏えい同軸ケーブル

2.2.1 構造

図 2.1に示すように，漏えい同軸ケーブルは外側から被膜，外部導体，絶縁体で

構成され，中心の軸が内部導体となる [67][73]．また，架空配線のために支持線が

付属していることがある．

同軸ケーブルの内部導体と外部導体に信号電圧を加えると，それぞれの導体に

電流が流れる．外部導体にスロットと呼ばれる孔を周期的に設けることで，電流の

分布状態が変化し，ケーブル内を伝送する信号がスロットから電波となって放射さ

れる．

2.2.2 放射特性

漏えい同軸ケーブルは波源が周期的に配置されたアレーアンテナと見なすことが

できる．アレーアンテナでは各アンテナから放射された電波の干渉により強め合い

や弱め合いが発生するが，漏えい同軸ケーブルでも同じように強め合いや弱め合い

が発生する．
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図 2.1: 漏えい同軸ケーブルの構造
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図 2.2: 電波が強め合う条件

図 2.2にスロット周期 P [m]離れた 2つのスロットから放射され受信端末で受信

された 2波の電波が強め合う条件を示す．P 離れたスロットを経て受信端末で受信

されたそれぞれの電波の到着時刻の差が電波の周期の整数倍であるとき，それぞれ

のスロットから放射され受信端末で受信された電波は同位相となり強め合う．強め

合う条件を以下に示す．

l1 = P
√

εr + l2 + m · λRF . (m = −1,−2,−3, · · ·) (2.1)

ただし，εrは絶縁体の比誘電率，λRF [m]は空間中の電波の波長である．

なお，スロットと受信端末の間の距離 l1[m]，l2[m]がスロット周期P よりも十分

長い場合，それぞれのスロットから受信端末までの伝搬経路 (l1, l2の部分)は平行

と見なすことができる．このとき，図 2.2に示すように，漏えい同軸ケーブルへの

垂線と伝搬経路の直線がなす角度を θm[rad]とすると，受信端末で受信されるそれ
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図 2.3: ラジアル方向と長手方向の定義

ぞれの電波が同位相となる条件は以下のようになる．

θm = sin−1

(
√

εr +
mλRF

P

)
. (2.2)

(m = −1,−2,−3, · · ·)

P 離れたスロットから放射された電波の位相差が電波の周期のm倍の場合の，強

め合った電波をm次モードの放射波と呼ぶ．m = −1のとき，電波の一周期分の

差のみとなるため，電波の強め合いが最大となる．このときの角度 θ−1は最大放射

指向角度と呼ばれている．

なお，本論文では，図 2.3のように，漏えい同軸ケーブルに対して垂直な方向を

ラジアル方向，漏えい同軸ケーブルに対して平行な方向を長手方向と記述する．ま

た，本論文の提案方式は，主に対象が屋内であるため，二次元位置の推定が重要で，

高さの推定は重要ではない．そのため，位置検出は二次元平面上で行い，x軸と y

軸が垂直に交わる平面とし，この xy平面上に漏えい同軸ケーブルと受信端末が存

在するものとする．
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2.3 本論文で提案する位置検出方式の特徴

本論文で提案する位置検出方法は漏えい同軸ケーブルを用いたものである．もち

ろん，漏えい同軸ケーブルを用いた位置検出方式は既に存在し，文献 [45]-[48]のよ

うに従来の位置検出方式は，2本の漏えい同軸ケーブルを設置し，漏えい同軸ケー

ブル間に電波を遮るものが生じた時に，電界の変化からその障害物の位置を検出す

るという検出方式の研究である．このような従来方式は，新幹線線路内への人の侵

入検知などに応用されている [74]．しかしながら，この方式は，携帯端末やRFID

や ZigBee等の位置情報の取得が可能な端末の位置を検出するためのものではなく，

漏えい同軸ケーブル間の電界変動を元に侵入した人や物を検知するためのシステム

である．従来の位置検出方式は侵入物の位置を検知する方式であるが，本論文で提

案する位置検出方式は受信端末の位置を検出する方式であり，この検出対象の違い

が従来方式と提案方式の違いである．

さらに，提案方式は漏えい同軸ケーブルを用いるため，位置検出の適用領域は既

に漏えい同軸ケーブルが設置されたり，設置が容易な室内である．室内では，高さ

の情報が不要で二次元位置検出で十分なアプリケーションがほとんどである．その

ため，本論文は漏えい同軸ケーブルの片側の二次元位置検出に焦点を絞って提案す

る．仮に，受信端末の高さは変わっても，室内では高さは高々1m程度の変化であ

るため二次元位置検出の誤差に影響しない．なぜなら，漏えい同軸ケーブルからは

ラジアル方向に全方位に同じ放射指向角度で放射されているので，端末の高さが

上下に変わっても 1m以内であるならば，到着時刻の変化は 3nsec以内であるため，

本提案原理には影響を与えない．

本論文で提案する位置検出方式は，電波の到着時刻を用いる．漏えい同軸ケーブ

ルから放射される電波は，2.2.2節で述べたように，特定の方向に放射指向性を持

つため，端末での受信電波の伝搬経路の特定が容易になる．提案方式では，電波の

到着時刻を測定することによって伝搬経路の長さが求まり，これを複数組み合わせ

る事で位置検出を行う．
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2.4 到着時刻と受信強度を用いた位置検出方式

本節では，二次元の位置検出を行うために，受信電波の到着時刻と受信強度を用

いる位置検出方式を提案し，その検出原理について述べると共に，実験により測定

した位置検出誤差を明らかにする．

2.4.1 到着時刻と受信強度を組み合わせる方式の原理

漏えい同軸ケーブルに入力された電波は放射されながら漏えい同軸ケーブル内を

伝送されるため，入力端に近いスロットから順に電波の放射が起こる．図 2.4に漏

えい同軸ケーブルから放射指向角度 θ−1の方向に放射される電波について到着時刻

が等しくなる位置を結んだ線を示す．これを本論文では，等到着時刻線と呼ぶこと

にする．図中では最大電波が受信される放射指向角度方向 θ−1の電波のみに注目し

ている．図中のいずれかの線上に受信端末があるとき，その線上のどの地点でも受

信する電波の到着時刻が同一であるため，二次元の位置検出はできない．

!""#$%&'(#)*'+,-(,."

/**0#-1'2,#-(
345

図 2.4: 電波の等到着時刻線
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図 2.5: 電波の伝搬損失が等しい線

次に伝搬損失について述べる．ケーブル内の伝送損失に対して，ケーブルから放

射された後の自由空間損失は大きい．

伝送損失と自由空間損失の合計である伝搬損失が等しい位置を結んだ線は図 2.5

のようになる．同様に，図中の線上のどの地点でも同一の損失となり二次元の位置

検出はできない

そして，図 2.6のように，図 2.4と図 2.5を重ね合わせることで得られる線の交

点が端末の位置となる．
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図 2.6: 等到着時刻線と伝搬損失が等しい線の交点

電波の到着時刻 (TOA) と信号受信強度 (RSSI) を組み合わせて位置を検出する

原理を述べる．まずTOAに基づく到着時刻と受信端末の位置座標の関係式を導く．

図 2.7に伝搬経路を示す．給電点から漏えい同軸ケーブルに入力された信号は，

ケーブル内を伝送後，最大放射指向角度 θ−1[rad]で放射される．空間に放射された

信号は，受信端末で受信される．漏えい同軸ケーブル内の伝送距離をA1[m]とする

と，その伝搬時間 ta1−v[sec]は，群速度 v[m/s]を用いて以下のように表せる．

ta1−v =
A1

v
. (2.3)

v[m/s]は，εr，空間中の伝搬速度 c[m/s]と以下の関係にある．

v =
c

√
εr

. (2.4)

空間中の伝搬距離を B1[m/s]とすると，その伝搬時間 ta1−c[sec]は，c[m/s]を用い

て以下のように表せる．

ta1−c =
B1

c
. (2.5)

よって，到着時刻 ta1[sec]は

ta1 =
A1

v
+

B1

c
, (2.6)

となる．ここで，xy平面上にて漏えい同軸ケーブルと受信端末の位置を以下のよ

うにする．給電点の座標を (0, 0)，受信端末の位置座標を (X,Y )とし，長さ L[m]
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図 2.7: 伝搬経路

の漏えい同軸ケーブルが xの正方向に向かって設置されているとすると，図 2.7の

A1, B1はX,Y, θ−1を用いて以下のように表せる．

A1 = X − Y tan θ−1,

B1 =
Y

cos θ−1

. (2.7)

よって，式 (2.6)は，以下のようになる．

ta1 =
X − Y tan θ−1

v
+

Y

c · cos θ−1

. (2.8)

次に，RSSIに基づく伝搬損失と受信端末の位置座標の関係式を導く．漏えい同

軸ケーブル内のある地点を流れる信号の信号強度と，そのある地点からラジアル方

向に離れた地点の信号強度の差として得られる損失を結合損失という [67][75]．そ

の結合損失を求める一般式があるので，その式を用いるため，図 2.8のように漏え

い同軸ケーブル内の伝送距離と空間伝搬距離に分けて考える．

伝搬損失は，漏えい同軸ケーブル内の伝送損失と空間伝搬損失の dB値の和で

ある．給電点と受信端末から漏えい同軸ケーブルへ向かう垂線の交点との距離を

C1[m]とする．漏えい同軸ケーブル内の伝送損失 Lcv[dB]は以下のように表せる．

Lcv = αC1. [dB] (2.9)

ここで α[dB/m]は漏えい同軸ケーブルの 1mあたりの伝送損失である．
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図 2.8: 伝搬損失

次に空間中の伝搬損失を考える．結合損失 (Loss[dB])は以下の式で与えられる

[67][75]．

Loss = 53.2 − 10 log

(
λRF

2

r

)
− 10 log αR. [dB] (2.10)

λRF は空間中の電波の波長である．ただし，漏えい同軸ケーブルの放射に伴う放射

損失αR[dB/m]は，α[dB/m]とスロットが設けられていないと仮定した場合のケー

ブルの伝送損失 α0[dB/m]を用いて以下のように表せる．

αR = α − α0. [dB/m] (2.11)

受信端末から漏えい同軸ケーブルまでの距離をD1[m]とすると，空間伝搬損失

Lcc[dB]は式 (2.10)より，以下のように表せる．

Lcc = 53.2 − 10 log

(
λRF

2

D1

)
− 10 log αR. [dB] (2.12)

よって，漏えい同軸ケーブル内を伝送することによって生じる伝送損失と空間中を

伝搬することによって生じる伝搬損失を合わせた総伝搬損失 Lc[dB]は以下のよう

になる．

Lc = Lcv + Lcc

= αC1 + 53.2 − 10 log

(
λRF

2

D1

)
− 10 log αR. [dB] (2.13)
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図 2.8のC1, D1はX,Y を用いると以下のように表すことが出来る．

C1 = X,

D1 = Y. (2.14)

よって，式 (2.13)の総伝搬損失 Lcは，以下のようになる．

Lc = αX + 53.2 − 10 log

(
λRF

2

Y

)
− 10 log αR. (2.15)

位置座標 (X,Y )で受信した電波の到着時刻 ta1と伝搬損失Lcにより決定される

受信強度を用いて位置検出を行う．(X,Y )の推定座標を (X̃, Ỹ )とすると，式 (2.8),

式 (2.15)を X̃，Ỹ について解くことで (X̃, Ỹ )の推定式が以下のように求まる．

X̃ = ta1 · v + Ỹ
(
tan θ − 1

cos θ
· v

c

)
, (2.16)

Ỹ = 10

(
Lc−αX̃−53.2+10 log (λRF

2·αR)
10

)
. (2.17)
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2.4.2 原理確認実験と誤差評価

実際に提案方式の原理確認実験を行い，提案方式である TOAとRSSIを用いた

位置検出方式が，実際に位置検出が行えること確認することを通じて原理の実証を

すると共に，位置検出誤差を求め評価する．

2.4.2.1 実験構成

表 2.1: 実験諸元

ネットワーク 中心周波数 2.4 [GHz]

アナライザ 周波数帯域幅 1.0 [GHz]

の設定 測定回数 16[回]

伝送損失@2.4GHz(終端時) 7.8 [dB/100m]

標準結合損失@2.4GHz(終端時) 64.3 [dB]

VSWR@2.4GHz ≤ 1.25

漏えい同軸 スロット周期 (P ) 0.24 [m]

サブスロット間隔 0.027 [m]

ケーブル スロットの配置 三連ジグザグ配置

最大放射指向角度 (θ−1)@2.4GHz 0.681 [rad] (39◦)

絶縁体の比誘電率 (εr) 1.29

全長 5 [m]

種類 オムニアンテナ

受信 周波数帯域 1.9 ∼ 2.4 [GHz]

アンテナ VSWR@2.4GHz ≤ 1.30

絶対利得@2.4GHz 2.6 [dBi]

床からの高さ 1.4 [m]
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図 2.9: 実験構成

表 2.1に実験で用いるネットワークアナライザや漏えい同軸ケーブル，オムニア

ンテナ等の実験諸元を，図 2.9に実験構成を示す．標準結合損失とは，漏えい同軸

ケーブルからの距離が 1.5mの場合の結合損失の値であり，漏えい同軸ケーブルが

持つ放射量の比較を行うときの目安として使われている．本実験では，全長 5mの

漏えい同軸ケーブル，長さ 17.5cmのオムニアンテナ，ネットワークアナライザ，各

機器を接続するための同軸ケーブルで構成される．また，漏えい同軸ケーブルとオ

ムニアンテナは木製の棚やカメラ用三脚を用いて固定し，床からの高さは 1.4mで

ある．
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図 2.10: 実験環境

図 2.10に実験環境を示す．図 2.10のように xy座標を設定したとき，部屋の大

きさは，x方向が 25.5m，y方向が 14.5m，天井の高さが 4.8mである．漏えい同軸

ケーブルは給電点と終端がそれぞれ (10, 0)と (5, 0)に位置するように設置し，黒丸

は測定位置を表し，その間隔は 1mである．図 2.11に実験風景を示す．
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図 2.11: 実験風景
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! 

Amp

! 

Propagation time

図 2.12: インパルス応答の測定例

2.4.2.2 位置検出と検出誤差

ネットワークアナライザは，給電点とオムニアンテナ間の周波数特性を測定す

る．これを逆フーリエ変換することでインパルス応答が得られる．図 2.12に周波

数掃引範囲 10kHzで測定した場合のインパルス応答の測定例を示す．受信信号が

最も強くなった時刻は，給電点から漏えい同軸ケーブルに入力された信号が漏えい

同軸ケーブル内と空間中を伝搬した後，オムニアンテナで受信される到着時刻 ta1

である．受信信号が最も強くなった時刻の縦軸の値をAmpとすると総伝搬損失Lc

は，以下のように求まる．

Lc = 20 log10 Amp. [dB] (2.18)

各測定点にて，漏えい同軸ケーブルとオムニアンテナ間のインパルス応答を測定

し，ta1と Lcを求めた後，式 (2.16)，式 (2.17)に代入し，推定位置 (X̃, Ỹ )を推定

する．
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図 2.13: 位置検出誤差の分布

ここで，推定位置 (X̃, Ỹ )と測定した真の位置 (X,Y )の距離を誤差 eは，

e =

√(
X̃ − X

)2
+

(
Ỹ − Y

)2
, (2.19)

で与えられる．図 2.13に，位置検出誤差の分布測定結果を示す．測定点の間隔は

1mであるため，測定点間は線形補間により誤差を求めた．誤差が 1.0m以下であ

る地点を位置検出が可能である地点とすると，電波の放射指向角度 θ−1の方向に位

置検出が可能であることが分かる．漏えい同軸ケーブルから距離が離れるほどイン

パルス応答が小さくなり，到着時刻を誤認する可能性が高まるため，受信信号に対

する雑音の影響も大きくなる．漏えい同軸ケーブルからの距離が 7m以上では，位

置検出はほぼ不可能である．
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図 2.14: 位置検出可能領域の定義

漏えい同軸ケーブルから放射される電波は，放射指向角度 θ−1を有する．すなわ

ち，漏えい同軸ケーブルから見て放射指向角度 θ−1の方向に強め合いを引き起こす．

図 2.14のこの指向角度 θ−1で決まる灰色の領域では端末は強い電波を受信するわけ

である．本論文では，高電力で受信される可能性が高く，またマルチパスが存在す

る室内環境においても最短で到着する放射指向角度方向と放射された電波の到着時

刻を用いて位置検出を行うため，この電波が届くことが前提となる．そこでこの灰

色の領域を位置検出可能領域と定義し，その領域内での誤差の累積分布を求めた．

図 2.15に誤差の累積分布のグラフを示す．灰色の領域は指向角度 θ−1に無限に伸

びているが，電波の伝搬距離が伸びることで減衰が大きくなり電波のパルス検出が

不可能となった場合，位置検出は不可能となる．そのため，位置検出可能領域を区

切る必要がある．実験では，図 2.10の灰色の領域のなかで測定点が存在する場所

のみを位置検出可能領域とした．そのため，漏えい同軸ケーブルからの距離が長い

y = 7など，電波の減衰が大きいため位置検出が不可能であった位置も位置検出可

能領域に含まれている．



30 第 2章. 終端反射を用いた到着時刻位置検出方式

!
"
#
"
$%
&'
(
)
*+
',
&-
'.
"
&'
/
0
*1
2
3

4--/-*/5*),&'#%&)+*6/,'&'/0*1#3

図 2.15: 誤差の累積分布
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2.5 終端反射を用いた到着時刻位置検出方式

漏えい同軸ケーブルの終端で信号を反射させることで，漏えい同軸ケーブルから

2波を放射させ，それらの到着時刻を用いて端末の位置を検出する方式を提案する．

2.4節で提案した位置検出方式は，電波の受信強度を用いた方式であるが，電波の

受信強度のフェージング変動は誤差を招くため，フェージングの影響を受け難い到

着時刻のみを用いて検出を可能とする．

本論文では，以降，終端における反射を経る前に漏えい同軸ケーブルから放射さ

れた電波を第一波，終端における反射を経た後に漏えい同軸ケーブルから放射され

た電波を第二波と呼ぶ．

2.5.1 TOA位置検出方式の原理

以下に，終端での信号の反射を利用することでTOAのみで位置を検出する方法

を示す．終端を開放することで電波を反射させている．図 2.16に第一波の等到着時

刻線を，図 2.17に第二波の等到着時刻線を示す．図中のいずれか線上に受信端末

があるとき，その線上のどの地点でも受信する電波の到着時刻が同一であるため，

二次元の位置検出はできない．

!""#$%&'()$%* +,-

.//$012'*$3"'4)%*)5/

図 2.16: 第一波の等到着時刻線
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図 2.17: 第二波の等到着時刻線
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図 2.18: 等到着時刻線の交点

そこで，図 2.18のように，図 2.16と図 2.17を重ね合わせることで得られる線の

交点が端末の位置となる．



2.5. 終端反射を用いた到着時刻位置検出方式 33

! 

A2 [m]

! 

"#1

! 

x

! 

y

! 

X,Y( )

! 

0,0( ) ! 

B2 [m]

!""#$%&'()$%* +,-

."/"$0"#'*"12$%34

図 2.19: 第一波の伝搬経路

以下に第一波と第二波のTOAを用いる方法を示す．

まず第一波に基づく到着時刻と受信端末の位置座標の関係式を導く．図 2.19に

伝搬経路を示す．給電点から入力された信号は，漏えい同軸ケーブル内を伝送後，

最大放射指向角度 θ−1で放射される．空間に放射された信号は，受信端末で受信さ

れる．漏えい同軸ケーブル内の伝送距離をA2[m]とすると，その伝搬時間 tb1−v[sec]

は，v[m/s]を用いて以下のように表せる．

tb1−v =
A2

v
. (2.20)

空間伝搬距離を B2[m/s]とすると，空間伝搬時間 tb1−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

tb1−v =
B2

c
. (2.21)

よって，到着時刻 tb1[sec]は以下のように表せる．

tb1 =
A2

v
+

B2

c
. (2.22)

xy平面上にて漏えい同軸ケーブルと受信端末の位置を以下のようにする．給電点

の位置座標を (0, 0)，受信端末の位置座標を (X,Y )とし，L[m]の漏えい同軸ケーブ

ルがxの正方向に向かって設置されているものとする．このときA2, B2はX,Y, θ−1
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図 2.20: 第二波の伝搬経路

を用いて以下のように表せる．

A2 = X − Y tan θ−1,

B2 =
Y

cos θ−1

. (2.23)

よって，式 (2.22)は，以下のようになる．

tb1 =
X − Y tan θ−1

v
+

Y

c · cos θ−1

. (2.24)

次に，第二波の到着時刻と受信端末の位置座標の関係式を導く．図 2.20に第二

波の伝搬経路を示す．終端における反射を経た後の漏えい同軸ケーブル内の伝送距

離をC2[m]とすると，ケーブル内の伝搬時間 tb2−v[sec]は，v[m/s]を用いて以下の

ように表せる．

tb2−v =
L + C2

v
. (2.25)

空間伝搬距離をD2[m/s]とすると，空間伝搬時間 tb2−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

tb2−c =
D2

c
. (2.26)

よって，到着時刻 tb2[sec]は以下のように表せる．

tb2 =
L + C2

v
+

D2

c
. (2.27)
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C2, D2はX,Y, θ−1を用いて以下のように表すことが出来る．

C2 = L − X − Y tan θ−1,

D2 =
Y

cos θ−1

. (2.28)

よって，式 (2.27)は，以下のようになる．

tb2 =
2L − X − Y tan θ−1

v
+

Y

c · cos θ−1

. (2.29)

(X,Y )の推定位置を (X̃, Ỹ )とすると，式 (2.24),式 (2.29)を X̃，Ỹ について解く

ことで (X̃, Ỹ )の推定式が以下のように求まる．

X̃ = L − (tb2 − tb1) ·
v

2
, (2.30)

Ỹ =
2L
v
− (tb1 + tb2)

2
(
tan θ−1 · 1

v
− 1

cos θ−1
· 1

c

) . (2.31)

2.5.2 原理確認実験と誤差評価

実際に実験を行い，提案する終端反射を用いたTOA位置検出方式が，実際に位

置検出が行えること確認することを通じて原理の実証をすると共に，位置検出誤差

を求め評価する．

• 実験構成

実験に用いた装置と諸元は 2.4.2節と同じである．

図 2.21に実験環境を示す．図ように xy座標を設定し，給電点が (1, 0)に，終端

が (6, 0)に位置するように漏えい同軸ケーブルを設置した．漏えい同軸ケーブルの

終端は開放した．黒丸は測定位置を表し，その間隔は 0.5mである．

• 位置検出と検出誤差

測定は，2.4.2節と同様に，ネットワークアナライザを用いて行った．図 2.22に

インパルス応答の測定例を示す．インパルス応答について二つのパルスが受信され

た場合，一番目のパルスのピークが受信された時刻が tb1であり，二番目のパルス

のピークが受信された時刻が tb2となる．第二波の伝搬時間は第一波の伝搬時間よ

りも長いため，この順番は変わらない．
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図 2.21: 実験環境
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図 2.22: インパルス応答の測定例

各測定点にて，インパルス応答を測定し，tb1 と tb2 を求めた後，式 (2.30)，式

(2.31)に代入し，推定位置 (X̃, Ỹ )を推定した．
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図 2.23: 位置検出誤差の分布

図 2.23は，位置検出誤差の分布である．第一波によって生じる電波の強め合い

により端末で強い電波が受信される範囲と第二波によって生じる電波の強め合いに

より端末で強い電波が受信される範囲が重なる領域を位置検出可能領域と定義する

と，図中の点線で囲まれた範囲内が位置検出可能領域となる．誤差が 1.0m以下で

ある地点を位置検出が可能である地点とすると，位置検出可能領域内では位置検出

が可能であることが分かった．位置検出誤差が生じるとして加法性雑音が考えられ

るが，位置検出誤差 1.0m以下であるためには電波の到着時刻を誤差 3ns程度で測

定すれば良く，繰り返し測定による SN比改善により，問題とはならない．

次に位置検出可能領域内における，誤差の累積分布を求めた．図 2.24に誤差の

累積分布のグラフを示す．消防活動時に必要となる誤差 1m以下となる領域は，位

置検出可能領域内の面積の 97％を占めることが分かった．
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図 2.24: 誤差の累積分布

2.4節の方式では誤差1m以下となる領域は，位置検出可能領域内の面積の64％を

占めているのに対して，本節で提案した位置検出方式では誤差 1m以下となる領域

は，位置検出可能領域内の面積の 97％を占めた．
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2.6 終端反射方式の実装に対する考察

2.5節で述べた提案方式では，終端器を取り付けず，終端を開放することで信号

を反射させたが，漏えい同軸ケーブルを他の無線通信システムと共用する場合，位

置検出用信号以外の信号にとって反射はマルチパス環境を更に強めてしまう可能

性がある．これに対して，通信用周波数と位置検出用周波数が異なっている場合

は，終端に通信用周波数を吸収，位置検出用周波数の信号のみを反射させるフィル

ターを取り付ければよい．一方，通信用信号を提案する位置検出方式の信号に用

いる場合には，前述のマルチパスに対して，検討が必要となる．しかし，近年は

MIMO (Multi Input Multi Output) 技術を導入する無線通信方式が多く登場して

おり [76]-[79]，このようなマルチパス環境の強まりは，余り問題ではなく，かえっ

てリッチスキャッタリング環境となって，MIMOが導入し易い環境となることも期

待できると考えている．
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2.7 結言

本章では，TOAとRSSIを用いる二次元位置検出方式を提案し，提案方式の原理

確認実験を行うことで原理を実証し，提案方式で位置検出が可能であることと位置

検出可能領域の 64％が誤差 1m以下となることを明らかにした．更に，漏えい同

軸ケーブルの終端で検出用の信号を反射させることで，生じた 2つの伝搬経路のそ

れぞれのTOAを用いる方式を提案し，同じく提案方式の原理確認実験を行うこと

で原理を実証し，提案方式で位置検出が可能であることと位置検出可能領域の 97

％が誤差 1m以下となることを明らかにした．

本章で提案した方式は到着時刻を用いており，位置検出を行うためには，送信機

と受信機の時計を正確に一致させる必要が有る．しかしながら，現実的には，送信

機と受信機の時計を一致させることは難しい．3,4章では，送信機と受信機の時計

を一致させる必要のない，電波の到着時刻差を用いる位置検出方式を提案する．
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出方式

3.1 序言

本章では，送信機と受信機間の時間同期を不要とする，複数の電波の到着時刻

差 (TDOA:Time Difference Of Arrival) を用いる方式を提案する．漏えい同軸ケー

ブルを屈曲配置することによって，電波の伝搬経路の数を 4つに増加させ，4つの

TOAから選択した 3つのTDOAを用いて，位置検出を可能としている．本方式の

位置検出可能領域を導出すると共に，実験により位置検出原理を実証し，位置検出

誤差を求め評価する．

3.2 屈曲配置によるTDOA化

本節では，図 3.1～図 3.4に示すように，漏えい同軸ケーブルを屈曲させて配置

する事によって生じる 4つの伝搬経路について述べる．同図に示すように，4つの

電波を給電点から屈曲点までの漏えい同軸ケーブルから放射される第一波，屈曲点

から終端までの漏えい同軸ケーブルから放射される第二波，終端から屈曲点までの

漏えい同軸ケーブルから放射される第三波，屈曲点から給電点までの漏えい同軸

ケーブルから放射される第四波と呼ぶことにする．受信端末は，4波全てあるいは

4波のうち 3波を受信する．

3.2.1 第一波及び第二波の伝搬経路

給電点から屈曲点までの漏えい同軸ケーブルから放射される第一波の伝搬経路

と到着時刻について述べる．図 3.1に給電点から屈曲点までの漏えい同軸ケーブル

から放射される第一波の伝搬経路 (a)を示す．給電点から漏えい同軸ケーブルに入

力された信号は，ケーブル内を伝送後，最大放射指向角度 θ−1で放射される．空間

に放射された信号は，受信端末で受信される．漏えい同軸ケーブル内の伝送距離を

A3[m]とすると，その伝搬時間 tc1−v[sec]は，群速度 v[m/s]を用いて以下のように
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図 3.1: 第一波の伝搬経路 (a)

表せる．

tc1−v =
A3

v
. (3.1)

空間伝搬距離をB3[m/s]とすると，空間伝搬時間 tc1−c[sec]は，空間中の伝搬速度

c[m/s]を用いて以下のように表せる．

tc1−c =
B3

c
. (3.2)

よって，給電点から端末までの到着時刻 tc1[sec]は以下のように表せる．

tc1 =
A3

v
+

B3

c
. (3.3)

次に，屈曲点から終端までの漏えい同軸ケーブルから放射される第二波の伝搬

経路と到着時刻について述べる．同様に，図 3.2に屈曲点から終端までの漏えい同

軸ケーブルから放射される第二波の伝搬経路 (b)を示す．屈曲点を経た後の漏えい

同軸ケーブル内の伝送距離をC3[m]とすると，ケーブル内の伝搬時間 tc2−v[sec]は，

v[m/s]を用いて以下のように表せる．

tc2−v =
L + C3

v
. (3.4)
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図 3.2: 第二波の伝搬経路 (b)

空間伝搬距離をD3[m/s]とすると，空間伝搬時間 tc2−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

tc2−c =
D3

c
. (3.5)

よって，到着時刻 tc2[sec]は以下のように表せる．

tc2 =
L + C3

v
+

D3

c
. (3.6)

3.2.2 第三波及び第四波の伝搬経路

終端点から屈曲点までの漏えい同軸ケーブルから放射される第三波の伝搬経路

と到着時刻について述べる．図 3.3に終端点から屈曲点までの漏えい同軸ケーブル

から放射される第三波の伝搬経路 (c)を示す．終端における反射を経た後の漏えい

同軸ケーブル内の伝送距離をE3[m]とすると，ケーブル内の伝搬時間 tc3−v[sec]は，

群速度 v[m/s]を用いて以下のように表せる．

tc3−v =
2L + E3

v
. (3.7)
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図 3.3: 第三波の伝搬経路 (c)

空間伝搬距離をF3[m/s]とすると，空間伝搬時間 tc3−c[sec]は，c[m/s]を用いて以下

のように表せる．

tc3−c =
F3

c
. (3.8)

よって，到着時刻 tc3[sec]は以下のように表せる．

tc3 =
2L + E3

v
+

F3

c
. (3.9)

次に，屈曲点から給電点までの漏えい同軸ケーブルから放射される第四波の伝搬

経路と到着時刻について述べる．図 3.4に屈曲点から給電点までの漏えい同軸ケー

ブルから放射される第四波の伝搬経路 (d)を示す．終端での反射を経て，さらに屈

曲点を経た後の漏えい同軸ケーブル内の伝送距離をG3[m]とすると，ケーブル内の

伝搬時間 tc4−v[sec]は，v[m/s]を用いて以下のように表せる．

tc4−v =
3L + G3

v
. (3.10)

空間伝搬距離をH3[m/s]とすると，空間伝搬時間 tc4−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

tc4−c =
H3

c
. (3.11)
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図 3.4: 第四波の伝搬経路 (d)

よって，到着時刻 tc4[sec]は以下のように表せる．

tc4 =
3L + G3

v
+

H3

c
. (3.12)

図 3.1～図 3.4に示す xy平面上にて漏えい同軸ケーブルと受信端末の位置を以下

のようにする．給電点の位置座標が (L, 0)，屈曲点の位置座標が (0, 0)，漏えい同軸

ケーブルの終端の位置座標が (0, L)，となるように二本の L[m]の漏えい同軸ケー

ブルを直角に配置する．受信端末の位置座標を (X,Y )とする．このときA3 ∼ H3

は L,X, Y, θ−1を用いて以下のように表すことが出来る．

A3 = L − X − |Y | tan θ−1,

B3 = H3 =
|Y |

cos θ−1

,

C3 = Y − |X| tan θ−1, (3.13)

D3 = F3 =
|X|

cos θ−1

,

E3 = L − Y − |X| tan θ−1,

G3 = X − |Y | tan θ−1.
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よって，tc1，tc2，tc3，tc4 は，それぞれ以下のようになる．

tc1 =
L − X − |Y | tan θ−1

v
+

|Y |
c · cos θ−1

, (3.14)

tc2 =
L + Y − |X| tan θ−1

v
+

|X|
c · cos θ−1

, (3.15)

tc3 =
3L − Y − |X| tan θ−1

v
+

|X|
c · cos θ−1

, (3.16)

tc4 =
3L + X − |Y | tan θ−1

v
+

|Y |
c · cos θ−1

. (3.17)

3.3 提案方式の原理

本節では，3.2節で示した 4つの伝搬経路とその到着時刻の差を用いて，推定位

置の推定式を導出する．

提案方式では，漏えい同軸ケーブルと検出対象となる受信機との位置関係により

受信する電波の伝搬経路の数が異なる．二次元の位置座標を推定するためには，3

つの経路の到着時刻の差を必要とするため，受信する伝搬経路が異なる電波の数が

2つ以下の領域は位置検出可能領域の対象外とし，3つ以上となる領域が位置検出

可能領域となる．

図 3.5に伝搬経路に基づく位置検出可能領域と伝搬経路の組み合わせを示す．図

3.5に示すように，0 ≤ θ−1 < π
4
の場合には伝搬路数が 3つと 4つの領域が混在し，

π
4
≤ θ−1 ≤ π

2
の場合には，伝搬路数が 4つの領域は存在しない．提案方式では，3つ

の波が受信される場合 (a)(b)(c)，(a)(b)(d)，(a)(c)(d)，(b)(c)(d)の 4通りであり，

4つの波が受信される場合 (a)(b)(c)(d)の 1通りである．それぞれの場合について，

位置の推定式を導出する．
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図 3.5: 位置検出可能領域と伝搬経路の組み合わせ
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3.3.1 位置の推定式

• (a)(b)(c)を受信する領域で用いる推定式

(a)(b)(c)の 3波の受信領域では，一番目の受信波 (第一波)と二番目の受信波 (第

二波)の到着時刻差∆c12 = tc2 − tc1，一番目の受信波 (第一波)と三番目の受信波

(第三波)の到着時刻差∆c13 = tc3 − tc1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下の

ようになる．

Ỹ =
2L − (∆c13 − ∆c12) · v

2
, (3.18)

X̃ =

2L
v
− ∆c13 + 2L−(∆c13−∆c12)·v

2

(
−1+tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1

)
−1+tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1

. (3.19)

ただし式 (3.19)を計算した結果，X̃ < 0となった場合，改めて

X̃ =

2L
v
− ∆c13 + 2L−(∆c13−∆c12)·v

2

(
−1+tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1

)
−1−tan θ−1

v
+ 1

c·cos θ−1

, (3.20)

を適用する．

• (a)(b)(d)を受信する領域で用いる推定式

(a)(b)(d)の 3波の受信領域では，一番目の受信波 (第一波)と二番目の受信波 (第

二波)の到着時刻差∆c12 = tc2 − tc1，一番目の受信波 (第一波)と三番目の受信波

(第四波)の到着時刻差∆c14 = tc4 − tc1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下の

ようになる．

X̃ =
∆c14 · v − 2L

2
, (3.21)

Ỹ =
∆c12 + ∆c14·v−2L

2

(
1+tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1

)
−1+tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1

. (3.22)

• (a)(c)(d)を受信する領域で用いる推定式

(a)(c)(d)の 3波の受信領域では，一番目の受信波 (第一波)と二番目の受信波 (第

三波)の到着時刻差∆c13 = tc3 − tc1，一番目の受信波 (第一波)と三番目の受信波
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(第四波)の到着時刻差∆c14 = tc4 − tc1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下の

ようになる．

X̃ =
∆c14 · v − 2L

2
, (3.23)

Ỹ =

2L
v
− ∆c13 + ∆c14·v−2L

2

(
1−tan θ−1

v
+ 1

c·cos θ−1

)
1−tan θ−1

v
+ 1

c·cos θ−1

. (3.24)

ただし式 (3.24)を計算した結果，Ỹ < 0となった場合，改めて

Ỹ =

2L
v
− ∆c13 + ∆c14·v−2L

2

(
1−tan θ−1

v
+ 1

c·cos θ−1

)
1+tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1

, (3.25)

を適用する．

• (b)(c)(d)を受信する領域で用いる推定式

(b)(c)(d)の 3波の受信領域では，一番目の受信波 (第二波)と二番目の受信波 (第

三波)の到着時刻差∆c23 = tc3 − tc2，一番目の受信波 (第二波)と三番目の受信波

(第四波)の到着時刻差∆c24 = tc4 − tc2 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下の

ようになる．

Ỹ =
2L − ∆c23 · v

2
, (3.26)

X̃ =

2L
v
− ∆c24 + 2L−∆c23·v

2

(
−1−tan θ−1

v
+ 1

c·cos θ−1

)
−1−tan θ−1

v
+ 1

c·cos θ−1

. (3.27)

• (a)(b)(c)(d)の領域

(a)(b)(c)(d)の 4波の受信領域では，一番目の受信波 (第一波)と二番目の受信波 (第

二波)の到着時刻差∆c12 = tc2 − tc1，一番目の受信波 (第一波)と三番目の受信波

(第三波)の到着時刻差∆c13 = tc3 − tc1，一番目の受信波 (第一波)と四番目の受信

波 (第四波)の到着時刻差∆c14 = tc4 − tc1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下

のようになる．

X̃ =
∆c14 · v − 2L

2
, (3.28)

Ỹ =
2L − (∆c13 − ∆c12) · v

2
. (3.29)
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3.3.2 伝搬経路の特定

受信波の伝搬経路の特定方法について述べる．4波受信されれば，4つの受信波

の伝搬経路 (a)(b)(c)(d)の順番に受信され，その順番は入れ替わることはないので，

受信した順番に (a)(b)(c)(d)と決定すればよい．しかしながら，3波が受信された

場合，受信波の伝搬経路を特定する必要がある．伝搬経路の特定のために，図 3.6

のように十分長い同軸ケーブルを屈曲点及び終端に接続する．同軸ケーブルの長さ

をLEN1[m]とする．∆c12は第二波の伝搬距離がLEN1だけ長くなるため,LEN1

v
増

加する．∆c13，∆c23，∆c24，第三波と第四波の到着時刻差∆c34も，それぞれ 3LEN1

v
，

2LEN1

v
，3LEN1

v
，LEN1

v
増加する．LEN1が十分長いとき，以下の式が成り立つ．

LEN1

v
< ∆c12 <

2LEN1

v
, (3.30)

3LEN1

v
< ∆c13 <

4LEN1

v
, (3.31)

2LEN1

v
< ∆c23 <

3LEN1

v
, (3.32)

3LEN1

v
< ∆c24 <

4LEN1

v
, (3.33)

LEN1

v
< ∆c34 <

2LEN1

v
. (3.34)

つまり，一番目の受信波と二番目の受信波の到着時刻差を tA，二番目の受信波

と三番目の受信波の到着時刻差を tBとすると

• (a)(b)(c)の 3波を受信する領域

tA <
2LEN1

v
, (3.35)

2LEN1

v
≤ tB <

3LEN1

v
, (3.36)

の場合，(a)(b)(c)の 3波を受信する領域となり，受信した順番に (a)(b)(c)と決定

される．

• (a)(b)(d)の 3波を受信する領域



3.3. 提案方式の原理 51

! 

L [m]

! 

L [m]

!""#$%&'()$%*

+,-

+,-
! 

LEN
1
 [m]

! 

LEN
1
 [m]

図 3.6: 伝搬経路特定のための同軸ケーブルの接続

tA <
2LEN1

v
, (3.37)

tB ≥ 3LEN1

v
, (3.38)

の場合，(a)(b)(d)の 3波を受信する領域となり，受信した順番に (a)(b)(d)と決定

される．

• (a)(c)(d)の 3波を受信する領域

tA ≥ 3LEN1

v
, (3.39)
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tB <
2LEN1

v
, (3.40)

の場合，(a)(c)(d)の 3波を受信する領域となり，受信した順番に (a)(c)(d)と決定

される．

• (b)(c)(d)の 3波を受信する領域

2LEN1

v
≤ tA <

3LEN1

v
, (3.41)

tB <
2LEN1

v
, (3.42)

の場合，(b)(c)(d)の 3波を受信する領域となり，受信した順番に (b)(c)(d)と決定

される．

なお，接続する余長の長さ LEN1は LEN1 ≥ 2Lを満たす必要がある．これは，

LEN1 < 2Lの場合，式 (3.30)～式 (3.34)が成り立たないため，tA, tBを用いた判別

ができないが，LEN1 ≥ 2Lの場合，判別が可能であるためである．

3.4 位置検出可能領域面積の評価

図 3.5に示した伝搬経路に基づく位置検出可能領域の面積は，漏えい同軸ケーブ

ルの最大放射指向角度 θ−1に依存する．

放射指向角度 θ−1の値によって漏えい同軸ケーブルから放射される電波が強め合

う領域の重なり具合が変化するため，面積の求め方は放射指向角度 θ−1の値に依存

して変化する．図 3.7に位置検出可能領域と θ−1の関係を示す．以下に位置検出可

能領域面積 S[m2]を求める式を，θ−1で場合分けして記述する．ただし，漏えい同

軸ケーブルの一辺の長さは L[m]とする．

• 0 ≤ θ−1 ≤ π
8
の場合

S = L2 cos2 θ−1 − S4 − L2 sin2 θ−1 · tan 2θ−1. (3.43)

ただしS4[m
2]は (a)(b)(c)(d)の伝搬経路を経た全ての電波が受信される領域の面積

であり，以下の式で求められる．

S4 = L2 cos2 θ−1 · tan
(

π

4
− θ−1

)
. (3.44)
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図 3.7: 位置検出可能領域と θ−1の関係

• π
8

< θ−1 ≤ π
4
の場合

S = 2L2 cos θ−1 · sin θ−1 + S4 +

(
1

2 sin θ−1

− cos θ

)2

L2 · tan 2θ−1. (3.45)

• π
4

< θ−1 ≤ 3π
8
の場合

S =

{
L cos θ−1 +

L

2 sin θ−1

−
√

2L sin
(
θ−1 −

π

4

)}
· L

2 sin θ−1

· sin (π − 2θ−1)

(3.46)
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図 3.8: 最大放射指向角度 θ−1と位置検出可能領域面積の関係

• 3π
8

< θ−1 ≤ π
2
の場合

S = L2 cos2 θ−1 · tan (π − 2θ−1) . (3.47)

図 3.8は，式 (3.43)から式 (3.47)から計算した位置検出可能領域の面積と θ−1の

関係を示す．θ−1 = 0.269[rad](15.4度)のとき，Sが，最大となることが分かる．こ

のことから，θ−1 = 0.269[rad]のときに，位置検出可能領域が最大となり，最も広

い範囲で位置検出が可能であることが明らかになった．
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3.5 原理確認実験と誤差評価

原理確認実験により，原理の実証を行うと共に誤差を求める．

• 実験構成

実験装置は 2.4.2節と同一である．図 3.9に実験環境を示す．xy座標を設定した

とき，給電点の位置座標が (L, 0)，屈曲点の位置座標が (0, 0)，漏えい同軸ケーブル

の終端の位置座標が (0, L)，となるように二本の L[m]の漏えい同軸ケーブルを直

角に配置した．黒丸は測定点を表し，その間隔は 0.5mである．

!
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)*+,-

)*+,.

/01234+1&15,$6*75,

81,9*+:

252;(<1+

"

.!=!

->=!

?17;75@$A17@A,/>=B%&'

C?D

図 3.9: 実験環境
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図 3.10にインパルス応答の測定例を示す．各測定点にて，給電点と受信アンテ

ナ間のインパルス応答を測定し，3つのパルスのピークについて，その時間差から

伝搬経路の組み合わせを特定し，位置 (X̃, Ỹ )を推定した．
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図 3.10: インパルス応答の測定例
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図 3.11は，位置検出誤差の分布である．図中の点線で囲まれた範囲内が 3つの

電波の強め合う領域が重なる位置検出可能領域である．誤差 1.0m以下となった位

置を位置検出可能な位置とした場合，位置検出可能領域内では大部分が位置検出が

可能であった．座標 (2, 2)において，位置検出可能領域内であるにもかかわらず誤

差が大きい．この地点は，本来 4波受信できるが，3波受信の地点と取り扱ったた

め，伝搬経路の組み合わせを誤った事により誤差が増大した．実験で用いた漏えい

同軸ケーブルでは，4波受信できる領域が 3波受信できる領域と比較するととても

小さいため，全て 3波受信できる領域としたためである．

!"#$%$"&'()%)*%$"&'+,)+

図 3.11: 位置検出誤差の分布
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次に誤差の累積分布を求めた．図 3.12に誤差の累積分布のグラフを示す．本章

で提案した位置検出方式では誤差 1m以下となった領域は，位置検出可能領域内の

面積の 89％を占めた．伝搬経路の組み合わせを誤った地点や受信電力が弱くピー

クを誤った地点では，誤差が大きい．
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図 3.12: 誤差の累積分布
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3.6 結言

本章では，漏えい同軸ケーブルを屈曲配置することで，送信機 (基地局設備) と

受信機 (移動端末) の時計を同期させる必要のない二次元位置検出方式を提案した．

2章で提案した二次元位置検出方式は到着時刻を用いた方式であったため，送信機

と受信機の時計が同期している必要があったが，本章で提案した二次元位置検出方

式は，到着時刻差を用いて位置検出を行う方式であるため，送信機と受信機間の時

計を同期させる必要のない方式である．漏えい同軸ケーブルを屈曲させて配置する

ことによって，端末が受信する電波の伝搬経路を 4波へと増加させ，4つのTOAか

ら選択した 3つのTDOAを用いて，位置検出を可能としている．位置検出可能領

域を導出することで，θ−1 = 0.269[rad]のときに，位置検出可能領域の面積が最大

となることを明らかにした．提案方式の原理確認実験を行うことで原理を実証し，

誤差の評価を行った結果，位置検出可能領域内の 89％が誤差 1m以下となること

を明らかにした．
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置検出方式

4.1 序言

本章で提案する位置検出方式は，二方向に指向性を持つ漏えい同軸ケーブルを

用いて，漏えい同軸ケーブルを進行して行く 2波と終端で反射してくる 2波を空間

に放射させ，これら 4波のTDOAを用いて二次元位置検出を行うものである．ま

ず，漏えい同軸ケーブルが二方向に指向性を持つための条件を示した後，FDTD法

(Finite-Difference Time-Domain method) を用いたシミュレーションにより給電点

と受信アンテナ間の 4波の伝搬路応答を導出する．次に 4波の到着時刻差から端末

の二次元位置検出を行う位置検出原理について説明する．最後にシミュレーション

によって位置検出誤差を求めると共に，位置検出可能領域の面積を評価する．

4.2 二方向指向性によるTDOA化

漏えい同軸ケーブルが二方向に指向性を持つための条件について述べる．放射指

向角度 θmは以下の式で求められる．

θm = sin−1

(
√

εr +
mλRF

P

)
. (4.1)

(m = −1,−2,−3, · · ·)

このとき，mは放射される電波のモード次数である．一般に漏えい同軸ケーブルは

ジクザグにスロットが設けられており，mが偶数の場合，P
2
離れたスロットから放

射される電波と打ち消し合うため，放射は漏えい同軸ケーブルの長手方向のみとな

る．図 4.1に，式 (4.1)から求められる電波の放射指向角度と λRF

P
の関係をモード

次数をパラメータとして示す．図 4.1には，m = −1，m = −3，m = −5の場合の

電波の放射指向角度と λRF

P
の関係を示しており，0.427 ≤ λRF

P
≤ 0.712であれば，2

つのモード，m = −1,−3の，すなわち２つの放射指向角度を持つ放射波を得るこ

とができ，それぞれの放射指向角度 θ−1，θ−3は，θ−1 > 0 > θ−3の関係になる．

二方向に指向性を持つ漏えい同軸ケーブルを用い，かつ終端で電波を反射させる

ことで 4つの伝搬経路を作ることができる．図 4.2～図 4.5に示すように，4つの電
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図 4.1: 電波の放射指向角度と λRF

P
の関係

波を θ−1の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第一波，θ−3の方向へ漏えい

同軸ケーブルから放射される第二波，終端反射後に θ−1の方向へ漏えい同軸ケーブ

ルから放射される第三波，終端反射後に θ−3の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射

される第四波と呼ぶことにする．受信端末はそれぞれ別々の伝搬経路を経た 4波全

てあるいは 4波のうち 3波を受信する．

4.2.1 第一波及び第二波の伝搬経路

θ−1の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第一波の伝搬経路と到着時刻に

ついて述べる．図 4.2に θ−1の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第一波の

伝搬経路 (a)を示す．給電点から漏えい同軸ケーブルに入力された信号は，ケーブ

ル内を伝送後，最大放射指向角度 θ−1で放射される．空間に放射された信号は，受

信端末で受信される．漏えい同軸ケーブル内の伝送距離をA4[m]とすると，その伝

搬時間 td1−v[sec]は，群速度 v[m/s]を用いて以下のように表せる．

td1−v =
A4

v
. (4.2)
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図 4.2: 第一波の伝搬経路 (a)

空間伝搬距離をB4[m/s]とすると，空間伝搬時間 td1−c[sec]は，空間中の伝搬速度

c[m/s]を用いて以下のように表せる．

td1−c =
B4

c
. (4.3)

よって，到着時刻 td1[sec]は以下のように表せる．

td1 =
A4

v
+

B4

c
. (4.4)

次に，θ−3の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第二波の伝搬経路と到着

時刻について述べる．図 4.3に θ−3の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第

二波の伝搬経路 (b)を示す．漏えい同軸ケーブル内の伝送距離を C4[m]とすると，

その伝搬時間 td2−v[sec]は，v[m/s]を用いて以下のように表せる．

td2−v =
C4

v
. (4.5)

空間伝搬距離をD4[m/s]とすると，空間伝搬時間 td2−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

td2−c =
D4

c
. (4.6)
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図 4.3: 第二波の伝搬経路 (b)

よって，到着時刻 td2[sec]は以下のように表せる．

td2 =
C4

v
+

D4

c
. (4.7)
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図 4.4: 第三波の伝搬経路 (c)

4.2.2 第三波及び第四波の伝搬経路

まず，θ−1の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第三波の伝搬経路と到着

時刻について述べる．図 4.4に θ−1の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第

三波の伝搬経路 (c)を示す．終端における反射を経た後の漏えい同軸ケーブル内の

伝送距離をE4[m]とすると，ケーブル内の伝搬時間 td3−v[sec]は，v[m/s]を用いて

以下のように表せる．

td3−v =
L + E4

v
. (4.8)

空間伝搬距離を F4[m/s]とすると，空間伝搬時間 td3−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

td3−c =
F4

c
. (4.9)

よって，到着時刻 td3[sec]は以下のように表せる．

td3 =
L + E4

v
+

F4

c
. (4.10)

次に，θ−3の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第四波の伝搬経路と到着

時刻について述べる．図 4.5に θ−3の方向へ漏えい同軸ケーブルから放射される第

四波の伝搬経路 (d)を示す．終端における反射を経た後の漏えい同軸ケーブル内の

伝送距離をG4[m]とすると，ケーブル内の伝搬時間 td4−v[sec]は，v[m/s]を用いて
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図 4.5: 第四波の伝搬経路 (d)

以下のように表せる．

td4−v =
L + G4

v
. (4.11)

空間伝搬距離をH4[m/s]とすると，空間伝搬時間 td4−c[sec]は，c[m/s]を用いて以

下のように表せる．

td4−c =
H4

c
. (4.12)

よって到着時刻 td4[sec]は以下のように表せる．

td4 =
L + G4

v
+

H4

c
. (4.13)

2.2.2節で定義した xy平面上にて漏えい同軸ケーブルと受信端末の位置を以下の

ようにする．給電点の座標を (0, 0)とし，L[m]の漏えい同軸ケーブルが xの正方向

に向かって設置されているものとする．受信端末の座標を (X,Y )とする，このと

きA4 ∼ H4は L,X, Y, θ−1, θ−3を用いて以下のように表すことが出来る．

A4 = X − Y tan θ−1,

B4 =
Y

cos θ−1

,

C4 = X − Y tan θ−3,

D4 =
Y

cos |θ−3|
,

E4 = L − X − Y tan θ−1, (4.14)
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F4 =
Y

cos θ−1

,

G4 = L − X − Y tan θ−3,

H4 =
Y

cos |θ−3|
,

よって，td1，td2，td3，td4 は，それぞれ以下のようになる．

td1 =
X − Y tan θ−1

v
+

Y

c · cos θ−1

, (4.15)

td2 =
X − Y tan θ−3

v
+

Y

c · cos |θ−3|
, (4.16)

td3 =
2L − X − Y tan θ−1

v
+

Y

c · cos θ−1

, (4.17)

td4 =
2L − X − Y tan θ−3

v
+

Y

c · cos |θ−3|
. (4.18)

4.3 提案方式の原理

本節では，4.2節で述べた 4つの伝搬経路と到着時刻の関係を用いて，位置の推

定式を導出する．

提案方式では，漏えい同軸ケーブルと検出対象となる受信機との位置関係により

受信する電波の伝搬経路の数が異なる．二次元の位置座標を決定するためには，最

低限 3つの伝搬経路を必要とするため，受信した電波の伝搬経路の数が 2つ以下の

領域は位置検出可能領域の対象外とし，3つ以上となる領域を位置検出可能領域と

する．

図 4.6に，位置検出可能領域の形状を示す．θ−1，θ−3のどちらが大きいかによって

位置検出可能領域内で受信される伝搬経路の組み合わせが変化するため，θ−1 > |θ−3|

の場合，θ−1 = |θ−3|の場合，θ−1 < |θ−3|の場合に分けて考える．それぞれの場合

について，位置の推定式を導出する．図 4.7に，伝搬経路に基づく位置検出可能領

域と伝搬経路の組み合わせを示す．

受信される電波の伝搬経路の組み合わせは複数あるが，いずれの組み合わせの場

合でも，受信される順番は (a)(b)(c)(d)の順である．
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図 4.6: 位置検出可能領域の形状
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図 4.7: 位置検出可能領域と伝搬経路の組み合わせ
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4.3.1 位置の推定式

• θ−1 > |θ−3|の場合

図 4.7(1)に示すように，θ−1 > |θ−3|の場合には，(b)(c)(d)，(a)(b)(d)，(a)(b)(c)

(d)が受信される領域で位置検出が可能となる．

(b)(c)(d)を受信する領域では，一つ目の波 (第二波)と二つ目の波 (第三波)の到

着時刻差∆d23 = td3 − td2，一つ目の波 (第二波)と三つ目の波 (第四波)の到着時刻

差∆d24 = td4 − td2 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下のようになる．

X̃ = L − ∆d24 ·
v

2
, (4.19)

Ỹ =
∆d24 − ∆d23

tan θ−3−tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1
+ 1

c·cos|θ−3|
. (4.20)

(a)(b)(d)を受信する領域では，一つ目の波 (第一波)と二つ目の波 (第二波)の到

着時刻差∆d12 = td2 − td1，一つ目の波 (第一波)と三つ目の波 (第四波)の到着時刻

差∆d14 = td4 − td1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下のようになる．

X̃ = L − (∆d14 − ∆d12) ·
v

2
, (4.21)

Ỹ =
∆d12

tan θ−3−tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1
+ 1

c·cos|θ−3|
. (4.22)

(a)(b)(c)(d)を受信する領域では，一つ目の波 (第一波)と二つ目の波 (第二波)の

到着時刻差∆d12 = td2 − td1，一つ目の波 (第一波)と三つ目の波 (第三波)の到着時

刻差∆d13 = td3 − td1，一つ目の波 (第一波)と四つ目の波 (第四波)の到着時刻差

∆d14 = td4 − td1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下のようになる．

X̃ = L − ∆d13 ·
v

2
, (4.23)

Ỹ =
∆d12

tan θ−3−tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1
+ 1

c·cos|θ−3|
. (4.24)

• θ−1 = |θ−3|の場合

図 4.7に示すように，θ−1 = |θ−3|の場合には，3波が受信される領域は存在せず，

(a)(b)(c)(d)が受信される領域でのみ位置検出が可能となる．位置推定式は式 (4.23)，

式 (4.24)を用いる．
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• θ−1 < |θ−3|の場合

図 4.7に示すように，θ−1 < |θ−3|の場合には，(a)(b)(c)，(a)(c)(d)，(a)(b)(c)(d)

が受信される領域で位置検出が可能となる．

(a)(b)(c)を受信する領域では，一つ目の波 (第一波)と二つ目の波 (第二波)の到

着時刻差∆d12 = td2 − td1，一つ目の波 (第一波)と三つ目の波 (第三波)の到着時刻

差∆d13 = td3 − td1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下のようになる．

X̃ = L − ∆d13 ·
v

2
, (4.25)

Ỹ =
∆d12

tan θ−3−tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1
+ 1

c·cos|θ−3|
. (4.26)

(a)(c)(d)を受信する領域では，一つ目の波 (第一波)と二つ目の波 (第三波)の到

着時刻差∆d13 = td3 − td1，一つ目の波 (第一波)と三つ目の波 (第四波)の到着時刻

差∆d14 = td4 − td1 を用いると，推定位置座標 (X̃，̃Y )は以下のようになる．

X̃ = L − ∆d13 ·
v

2
, (4.27)

Ỹ =
∆d14 − ∆d13

tan θ−3−tan θ−1

v
− 1

c·cos θ−1
+ 1

c·cos|θ−3|
. (4.28)

(a)(b)(c)(d)を受信する領域では，位置推定式は式 (4.23)，式 (4.24)を用いる．

4.3.2 伝搬経路の特定

受信波の伝搬経路の特定方法について述べる．4波受信されれば，受信波の伝搬経

路は受信した順番に (a)(b)(c)(d)と決定される．しかしながら，3波が受信された場

合，受信波の伝搬経路を特定する必要がある．伝搬経路の特定のために，図 4.8のよ

うに十分長い同軸ケーブルを終端に接続する．同軸ケーブルの長さをLEN2[m]と

する．∆c13は第三波の伝搬距離がLEN2だけ長くなるため，LEN2

v
増加する．∆c23，

∆c24は，それぞれ LEN2

v
，LEN2

v
増加する．LEN2が十分長いとき，以下の式が成り

立つ．

∆c12 <
LEN2

v
, (4.29)

∆c13 >
LEN2

v
, (4.30)
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図 4.8: 伝搬経路特定のための同軸ケーブルの接続

∆c23 >
LEN2

v
, (4.31)

∆c24 >
LEN2

v
, (4.32)

∆c34 <
LEN2

v
. (4.33)

つまり，一番目の受信波と二番目の受信波の到着時刻差を tC，二番目の受信波

と三番目の受信波の到着時刻差を tDとすると

• (a)(b)(c)の 3波の受信領域

θ−1 < |θ−3| , (4.34)

tC < tD, (4.35)

の場合，(a)(b)(c)の 3波の受信領域となり，受信した順番に (a)(b)(c)と決定される．

• (a)(b)(d)の 3波の受信領域

θ−1 > |θ−3| , (4.36)

tC < tD, (4.37)

の場合，(a)(b)(d)の3波の受信領域となり，受信した順番に (a)(b)(d)と決定される．
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• (a)(c)(d)の 3波の受信領域

θ−1 < |θ−3| , (4.38)

tC > tD, (4.39)

の場合，(a)(c)(d)の3波の受信領域となり，受信した順番に (a)(c)(d)と決定される．

• (b)(c)(d)の 3波の受信領域

θ−1 > |θ−3| , (4.40)

tC > tD, (4.41)

の場合，(b)(c)(d)の3波の受信領域となり，受信した順番に (b)(c)(d)と決定される．

なお，接続する余長の長さ LEN2は LEN2 ≥ 2Lを満たす必要がある．これは，

LEN2 < 2Lの場合，式 (4.29)～式 (4.33)が成り立たないため，tC , tDを用いた判

別ができないが，LEN2 ≥ 2Lの場合，判別が可能であるためである．

4.4 位置検出可能領域面積の評価

図 4.7に示した伝搬経路に基づく位置検出可能領域の面積は，スロット周期P と

空間中の波長 λRF に依存する漏えい同軸ケーブルの放射指向角度 θ−1，θ−3の値に

よって変化する．

放射指向角度 θ−1，θ−3の値によって漏えい同軸ケーブルから放射される電波が

強め合う領域の重なり具合が変化するため，面積の求め方は放射指向角度 θ−1，θ−3

の値に依存して図 4.7のように変化する．以下に位置検出可能領域面積 S[m2]を求

める式を，θ−1，θ−3で場合分けして記述する．ただし，漏えい同軸ケーブルの一辺

の長さは L[m]とする．

θ−1 ≥ |θ−3|の場合，位置検出可能領域面積 Sは以下のようになる．

S =
L2

tan θ−1 + tan |θ−3|
− L2

4 tan θ−1

. (4.42)
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図 4.9: λRF

P
と位置検出可能領域面積の関係

θ−1 < |θ−3|の場合，位置検出可能領域面積 Sは以下のようになる．

S =
L2

tan θ−1 + tan |θ−3|
− L2

4 tan |θ−3|
. (4.43)

図 4.9は，漏えい同軸ケーブルが二方向に指向性を持つ 0.427 ≤ λRF

P
≤ 0.712の

条件のもとで，式 (4.42)，式 (4.43)から計算した λRF

P
と位置検出可能領域の面積の

関係を示す．λRF

P
= 0.42のとき，位置検出可能領域の面積Sが，最大となることが

分かる．このことから，二方向に指向性を持つという条件のもとでは，λRF

P
= 0.42

ときに，位置検出可能領域が最大となり，最も広い範囲で位置検出が可能であるこ

とが明らかになった．
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! 

3ns

図 4.10: 入力信号波形

4.5 位置検出誤差のシミュレーション評価

本節では，二方向指向性漏えい同軸ケーブルの放射電波についてシミュレーショ

ンを行い，漏えい同軸ケーブルとオムニアンテナ間の時間軸上での伝搬路特性を求

める．シミュレーションには二次元 FDTD法 [80]-[82]を用いる．

4.5.1 シミュレーション諸元

シミュレーションでは各スロットを点波源とみなす．点波源とみなす各スロット

から放射される電波は，給電点から各スロットまでの距離の伝搬時間分遅れて放射

される．図 4.10に入力信号の波形を示す．受信端末で得られる受信信号の時間波

形から，電波の到着時刻を検出する必要があるため，図のようなガウスパルスとし

た．また，m = −3のモードの放射波を発生させるためには，信号長が 4周期以上

必要であるため信号の幅は約 3nsとした．点波源とみなす各スロットでは，xy平

面に対して垂直な z軸方向の電界Ezを，図 4.10のような波形で与える．Ez(t)は

以下の式で与えられる．
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Ez(t) =



sin (2πft) exp

 t−(tl−1×10−9)
v

0.6×10−9

2

, (t < tl − 1 × 10−9)

sin (2πft) , (tl−1×10−9 ≤ t ≤ tl+1×10−9)

sin (2πft) exp

 t−(tl+1×10−9)
v

0.6×10−9

2

. (tl + 1 × 10−9 < t)

.

(4.44)

給電点から該当スロットまでの距離を lsとすると，tlは，給電点から該当スロット

までの伝搬時間であり，tl = ls
v
となる．
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表 4.1: FDTD法のシミュレーション諸元

時間ステップ幅 0.025 [ns]

x方向 セルサイズ 0.0122 [m]

y方向 セルサイズ 0.0122 [m]

波長 (λRF ) 0.125 [m]

スロット周期 (P ) 0.22 [m]

測定ポイント間隔 0.122 [m]

漏えい同軸ケーブルの長さ (L) 4.96 [m]

周波数 (L) 2.4 [GHz]

表 4.1に二次元FDTD法を用いるときのシミュレーション諸元を示す．図 4.11に

シミュレーションにおける座標配置を示す．給電点の位置座標が (0.36m, 0.36m)，

漏えい同軸ケーブルの終端の位置座標が (5.32m, 0.36m)となるように 4.96mの漏

えい同軸ケーブルを配置した．z軸方向の電界 Ez，x軸方向の磁界Hx，y軸方向

!!"#$%&&'

()*)+,

-""#$%&&'

(-*.+,

/%0122120#34#567

! 

30,30( )
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0,0( )
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540,400( )
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x

! 

y

-8-#$%&&'

(-*9)+,

:%;'<=%+%2>#?1>$@A8"$%1&#("*8B+,

図 4.11: シミュレーションにおける座標配置
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図 4.12: 伝搬路応答例

の磁界Hyを用い，二次元 FDTDによるシミュレーションを行った．

4.5.2 シミュレーション結果

本節では，FDTD法によるシミュレーションの結果を示す．図 4.12にシミュレー

ションで得られた，Ezの時間軸上での伝搬路応答例を示す．図 4.12は，位置座標

(4.25m, 5.5m)で得られた伝搬路応答であり，4つのパルスは伝搬経路 (a)～(d)を経

た電波である．一番目のパルスは第一波が伝搬経路 (a)を経て受信され，二番目の

パルスは第二波が伝搬経路 (b)を経て受信され，三番目のパルスは第三波が伝搬経
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図 4.13: 位置検出誤差の分布

路 (c)を経て受信され，四番目のパルスは第四波が伝搬経路 (d)を経て受信された

ことを示している．一番目のパルスの幅と三番目のパルスの幅を比較すると一番目

のパルスの幅の方が狭い．これは，放射指向角度 θ−1の方向へ放射された電波は，

P 離れたスロットから放射された電波と 1周期のずれのみであるため信号が密であ

るのに対して，放射指向角度 θ−3の方向へ放射された電波は，P 離れたスロットか

ら放射された電波と 3周期のずれがあるため信号が疎になる．このため一番目のパ

ルスの幅の方が狭い．一番目のパルスの振幅が三番目のパルスの振幅より大きいこ

との理由も同じである．

図 4.13は，位置検出誤差の分布である．シミュレーションではしきい値を用いて

信号パルスが存在する時刻を推定した．そのためパルスが重なったり電界強度が小
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図 4.14: 誤差の累積分布

さい場所では，パルスの存在時刻の推定に誤差が生じ，位置検出誤差が発生した．

シミュレーションによって，4つの電波が受信できたため，原理の適用が可能であ

り，位置検出可能領域内での誤差が 1.0m以下となった事から，位置検出可能であ

ることが分かった．漏えい同軸ケーブルに近い地点では，ピークの分離ができない

ため位置検出が不可能である領域が存在する．次に位置検出可能領域内における，

誤差の累積分布を求めた．図 4.14に誤差の累積分布のグラフを示す．本章で提案

した位置検出方式では誤差 1m以下となった領域は，位置検出可能領域内の面積の

96％を占めた．
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4.6 結言

本章では，第 3章とは異なり，二方向に放射指向性を持つ漏えい同軸ケーブルを

用いて，送信機と受信機の時計を同期させる必要のない方式を提案した．二方向に

放射指向性を持つ漏えい同軸ケーブルを用いて，反射を経ない 2波と反射を経る 2

波を発生させ，これら 4波のTDOAを用いて，位置検出を可能としている．漏え

い同軸ケーブルが二方向に指向性を持つための条件を明らかにした．さらにFDTD

法を用いたシミュレーションにより給電点と受信アンテナ間の 4波の伝搬路応答を

導出した．シミュレーションにより 4波が受信できたことで，位置検出原理が位置

検出可能であることを確認すると共に，位置検出可能領域の面積について評価し，

λRF /P = 0.42のときに面積が最大となることを明らかにした．位置検出誤差の評

価を行った結果，位置検出可能領域内の 96％が誤差 1m以下となることを明らか

にした．
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本論文は，漏えい同軸の無線位置検出応用に関する研究成果をまとめたものであ

る．以下に，本研究で得られた成果を総括する．

第 2章では，漏えい同軸ケーブルから放射される電波の到着時刻 (TOA:Time Of

Arrival) と信号受信強度 (RSSI:Received Signal Strength Indicator) を組み合わせ

た二次元位置検出方式と漏えい同軸ケーブルの終端反射を用いたTOA二次元位置

検出方式の 2種類の位置検出方式の提案を行った．両方式について，位置検出実験

を行い，位置検出原理の実証と誤差を評価した結果，以下のことを明らかにした．

• TOAと RSSIを組み合わせた位置検出方式では，位置検出可能領域内にお

いて，誤差が 1m以下となる面積が約 64％となることを実験的検討により

確認した．

• 終端反射を用いたTOA位置検出方式では，検出可能領域内で誤差が 1m以

下となる面積が約 97％となることを実験的検討により確認した．

第 3章では，屈曲配置した漏えい同軸ケーブルで，終端で信号を反射させること

による 4波を用いた到着時刻差 (TDOA:Time Difference Of Arrival) 二次元位置検

出方式の提案を行った．検出可能領域の面積の評価と位置検出の原理の実証実験を

行い，位置検出誤差を評価した結果，以下のことを明らかにした．

• 終端反射と屈曲配置を用いたTDOA位置検出方式における検出可能領域の

面積を理論的に導出し，位置検出可能領域面積を最大とする放射指向角度を

明らかにした．

• 位置検出可能領域内で誤差が 1m以下となる面積が約 89％となることを実

験的検討により確認した．

第 4章では，電波周波数に対して，漏えい同軸ケーブルのスロット周期P を選択

すれば，漏えい同軸ケーブルから二方向に電波を放射させることができることに着

目し，さらに終端で電波を終端反射させることで，4つの電波を放射させ，それら

を用いるTDOA二次元位置検出方式の提案を行った．理論解析により検出可能面
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積を導出し，FDTD法を用いたシミュレーションによる位置検出誤差の評価を行っ

た結果，以下のことを明らかにした．

• 漏えい同軸ケーブルが二方向に指向性を持つための条件0.427 ≤ λRF

P
≤ 0.712

を示した．

• 検出可能領域の面積を最大にする，λRF

P
が存在することを明らかにした．

• 検出可能領域内で誤差が 1m以下となる面積が約 96％となることを明らか

にした．

本論文で提案したいずれの二次元位置検出方式も，1つの漏えい同軸ケーブル，

1つの信号発生源という簡単な構成で，二次元の位置検出が可能であり，また，漏

えい同軸ケーブルの長さを延ばすことによって，基地局増設を伴うことなく容易に

位置検出可能領域を増大することが可能であるという従来方式に無い優れた特徴を

有している．従って，既に敷設されている漏えい同軸ケーブルに適用するなど，室

内や地下街といった場所への適用が期待される．
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